
自動車は，現代社会に欠かすことのできない移動・輸送手段であり，そのもたらす恩恵は

計り知れない。しかしその一方，交通事故によって毎年多くの尊い人命が失われ，負傷者も

増加の一途をたどり，また，交通事故に伴う経済的損失もばく大なものとなっている。平成

１２年は，交通事故死者数が５年ぶりに増加に転じ，９，０６６人を数え，負傷者数は１１５万５，６９７

人と過去最悪を記録した前年を上回るなど，依然として厳しい情勢にある。

警察は，交通の安全と円滑の確保のため，交通安全教育，免許行政，交通指導取締り，交

通安全施設の整備等様々な施策を推進している。

１ 交通警察の新たなる展開

（１） 第７次交通安全基本計画

平成１３年３月１６日，１３年度から１７年度までの５か年間を計画期間とする第７次交通安全基

本計画が作成された。交通安全基本計画は，内閣総理大臣を会長とする中央交通安全対策会

議が作成し，交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱等を定めているものであ

る。

第７次交通安全基本計画においては，当面，自動車保有台数当たりの死傷者数を可能な限

り減少させるとともに，１７年までに，年間の死者数を，交通安全対策基本法施行以降の最低

であった昭和５４年の８，４６６人以下とすることを目指すものとされており，そのため，国の関

係行政機関及び地方公共団体は，諸施策を総合的かつ強力に推進することとされている。

警察においても，高齢者の交通安全対策の推進，シートベルトの着用及びチャイルドシー

トの使用の徹底，安全かつ円滑な道路交通環境の整備，交通安全教育の推進，効果的な指導

取締りの実施，被害者対策の充実，交通事故調査・分析の充実等を始めとして，交通の安全

を確保するための諸施策を推進することとしている。

（２） ＩＴ革命と交通警察

ア 道路交通のＩＴ化

情報通信技術による産業・社会構造の変革が世界規模で生じている中，我が国において

は，世界最先端のＩＴ（情報通信技術）立国の形成を目指した取組みが官民一体となって進

められている。高度情報通信ネットワーク社会形成基本法に基づき平成１３年３月に作成され

た「e－Japan重点計画」中，警察の行うＩＴＳ（Intelligent Transport Systems：高度道路

交通システム）に関する事項が盛り込まれるなど，交通警察においても，関連施策を積極的
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に推進することが求められているところである。

ＩＴＳとは，最先端の情報通信技術等を用いて人と道路と車両とを一体のシステムとして

構築することにより，ナビゲーションシステムの高度化，交通管理の最適化等を図り，安全

性，輸送効率及び快適性の飛躍的向上を実現するとともに，渋滞の軽減等の交通の円滑化を

通じ，環境保全に大きく寄与するものであるが，警察では，これを積極的かつ重点的に推進

するとともに，警察の行うＩＴＳのキーインフラである光ビーコン（通過車両を感知して交

通量等を測定するとともに，車載のカーナビゲーション装置等と交通管制センターとの情報

のやりとりをする路上設置型の赤外線通信装置）の設置数を１２年度末の約３万基から１７年度

末までに約６万基にすることを目指している。

イ 新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の推進

警察は，ＩＴＳの実現に向けて，光ビーコンを用いた個々の車両と交通管制システムとの

双方向通信により，ドライバーに対してリアルタイムの交通情報を提供するとともに，交通

の流れを積極的に管理し，「安全・快適にして環境にやさしい交通社会」の実現を目指すＵ

ＴＭＳ（Universal Traffic Management Systems：新交通管理システム）を推進している。

このＵＴＭＳは，表５－１のとおり，高度交通管制システム（ＩＴＣＳ）を中心に，八つ

のサブシステムから構成されており，交通の安全と円滑はもとより，地球温暖化の抑止，交

通公害の防止，物流の効率化，大量公共輸送機関の利用促進，中心市街地の活性化等に大き

な効果が期待されている。

（ア） 高度交通管制システム（ＩＴＣＳ）の整備

ＩＴＣＳ（Integrated Traffic Control Systems：高度交通管制システム）は，ＵＴＭＳの

中核となるものであり，同システムの整備として既存の交通管制センターの中央装置の高度

化を計画的に推進している。交通管制センターは，都市及びその周辺の交通を安全で円滑な

ものとするため，信号機等の集中制御，光ビーコン等を活用した交通情報の収集・提供等を

行う施設であり，１２年度は，１か所の中央装置を高度化した。

表５－１ ＵＴＭＳのサブシステム

ＡＭＩＳ
Advanced Mobile Information Systems
交通情報提供システム

ＨＥＬＰ
Help system for Emergency Life saving and Public safety
緊急通報システム

ＰＴＰＳ
Public Transportation Priority Systems
公共車両優先システム

ＥＰＭＳ
Environment Protection Management Systems
交通公害低減システム

ＭＯＣＳ
Mobile Operation Control Systems
車両運行管理システム

ＤＳＳＳ
Driving Safety Support Systems
安全運転支援システム

ＤＲＧＳ
Dynamic Route Guidance Systems
動的経路誘導システム

ＩＩＩＳ
Intelligent Integrated ITV Systems
高度画像情報システム
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また，災害時の道路交通状況を即座に把握し，緊急通行車両等の通行及び円滑な避難誘導

活動を確保するため，主要幹線道路等において，各種車両感知器，交通監視用カメラ，交通

情報板等の整備を進めるなど，災害に強い交通管制システムの構築を推進している。警察庁

においても，１３年５月，広域交通管制室の運用を開始し，オンライン接続された各都道府県

警察の交通管制センターから詳細な交通情報を一元的に集約し，それを災害時等に活用でき

るようになった。

（イ） 交通情報提供システム（ＡＭＩＳ）の推進

ＡＭＩＳ（Advanced Mobile Information Systems：交通情報提供システム）は，運転者

等に対し渋滞，事故，工事，目的地までの旅行時間等の道路交通情報を様々なメディアを通

してリアルタイムに提供することにより，交通流の自律的な分散，交通渋滞の緩和，運転者

の心理状態の改善等を図るシステムである。

警察においては，ＶＩＣＳ（Vehicle Information and Communication System：道路交通

情報通信システム）という，光ビーコンの双方向通信機能の活用等によって，時々刻々と推

移する道路交通情報を車載のカーナビゲーション装置等に直接提供するシステムにより，Ａ

ＭＩＳを推進している。なお，ＶＩＣＳの事業主体は，（財）道路交通情報通信システムセ

ンター（ＶＩＣＳセンター）であり，１３年６月末現在，光ビーコン・電波ビーコン・ＦＭ多

重放送により２９都道府県で運用が行われており，１３年５月までに，全国の一般道路及び高速

道路で光ビーコン・電波ビーコンによる情報提供が開始されている。

なお，１３年６月の道路交通法改正により，民間事業者が正確かつ適切に交通情報を提供で

きるよう，国家公安委員会が交通情報の提供に関する指針を作成，公表することや，道路の

混雑の状態や目的地までの旅行時間を予測する事業を行う民間事業者が届出をすべきことな

どの規定が整備された。

（ウ） 公共車両優先システム（ＰＴＰＳ）の推進

ＰＴＰＳ（Public Transportation Priority Systems：公共車両優先システム）は，バス優

先の信号制御，バス専用・優先レーンの設定等の交通規制やバスレーン上を違法走行する一

般車両に対する警告等により，バスの優先通行を確保するとともに，乗客への所要時間表示

等を行い，バスの定時性及び利便性の向上を図るシステムである。このシステムは，１３年６

月現在，１７都道府県警察において運用されている。

［事例］ 兵庫県警察では，県内のバス事業者と連携して積極的にＰＴＰＳの導入を推進し

ており，その規模は，１３年６月現在，参加事業者数９，路線数１０，路線総延長７１．５km，

導入バス台数２７３台となっている。また，１２年中に９路線，４６．１kmの区間を対象に行わ

れた調査によると，ＰＴＰＳ導入後のバスの所用時間は，平均して１１．２％（１分５５秒）

短縮しており，ＰＴＰＳが通勤，通学等のためバスを利用する地域住民の利便性向上に
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光ビーコン

車両

事業者

交通管制センター

②車両位置

①車両位置

③車両位置

寄与していることが明らかとなっている。

（エ） 車両運行管理システム（ＭＯＣＳ）の推進

ＭＯＣＳ（Mobile Operation Control Systems：車両運行管理システム）は，光ビーコン

により収集した事業用車両の走行位置等の情報を事業者に提供することにより，その事業者

が行う運行管理を支援し，交通の円滑化等を図るシステムである。このシステムは，１３年６

月現在，北海道（札幌市），長野県（松本市，上高地地区），大阪府（大阪市），兵庫県（川

西市），福岡県（福岡市），沖縄県（那覇市）において，それぞれの事業及び地域の実情に応

じたシステムが運用されている（図５－１）。

［事例］ 大阪府警察では，１３年２月，大規模な廃棄物焼却場の建設を契機に，大阪市と連

携して，約１，２００台の廃棄物収集用車両の走行経路を分散させることなどを目的とするＭ

ＯＣＳの運用を開始した。これにより，廃棄物の搬入経路の混雑や，その沿道地域に及

ぼす交通公害の減少等が図られることとなった。

（オ） 緊急通報システム（ＨＥＬＰ）の推進

ＨＥＬＰ（Help system for Emergency Life saving and Public safety：緊急通報システム）

は，衛星を利用した位置測定を行うＧＰＳ技術を活用することにより，自動車乗車中の事故

発生時等に携帯電話等を通じてその発生場所等の情報を即時かつ正確に緊急通報し，救命率

図５－１ 車両運行管理システム
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意識はありますか。
血液型は何ですか。

了解。パトカーが
現場に向かいます。

３丁目で事故発生
被害者は○○さん

事故発生！！

発生場所などを
緊急通報！！

人工衛星

ＧＰＳによる
位置計測

消防本部 警察本部

サービスセンター

移動通信網

現場急行 現場急行

の向上を図るシステムである。１２年９月，民間事業者のサービスが開始され，事故発生時に

は警察，消防等の関係機関に対し必要な情報が的確に通報されている。警察においても，通

信指令システムの高度化等の措置を講じて，より実効性の高いシステムを構築するよう努め

ているところである（図５－２）。

ウ 地域に根ざしたＩＴＳの推進

地域に根ざしたＩＴＳを推進するため，各都道府県警察が中心となり，地方公共団体の交

通安全対策担当部署，バス業界代表，トラック業界代表等から成る推進連絡協議会を全国に

設立している。協議会において，警察は，ＩＴＳについての構成員の理解の促進を図るとと

もに，その都道府県におけるＵＴＭＳを始めとするＩＴＳの活用方策について，構成員との

間で意見交換を行っている。

（３） バリアフリー社会の実現

ア 高齢者等が安心して通行できる道路交通環境の整備

高齢者等が安心して通行できる空間を作り出すため，高齢者が利用する施設の周辺等を中

心として，最高速度規制，大型車通行禁止等の交通規制を組み合わせたシルバーゾーン等を

設置するほか，住居系地区等を対象に，都道府県公安委員会によるゾーン規制等の交通規制

と道路管理者によるハンプや狭さく等の安全対策を施したコミュニティ道路等の面的整備を

適切に組み合わせたコミュニティ・ゾーンの形成を推進している。

図５－２ 緊急通報システム
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歩行者等支援情報通信システム（画像で情報提供）
駅

交番

歩道橋

デパート

交差点 青信号を延長して
渡ろう！

エレベータのあるこの
ルートでホームに行こう！

デパートまでの
バリアフリールート
を調べよう！
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� ［コラム１］ 生活者に優しい交通環境の構築

なお，高齢者，身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律

が，平成１２年１１月１５日に施行された。この法律は，高齢者，身体障害者等の公共交通機関を

利用した移動の利便性及び安全性の向上の促進を図るため，市町村が定める基本構想に則し

て，交通のバリアフリー化に資する事業を都道府県公安委員会，公共交通事業者，道路管理

者等が一体となって推進することをその内容としており，この法律により，都道府県公安委

員会では，鉄道駅等の旅客施設を中心とした福祉施設等を含む地区における交通安全施設の

整備，違法駐輪・駐車対策を推進している。

また，１３年６月の道路交通法改正により，肢体不自由を理由に免許に条件を付された運転

者が運転する普通自動車が一定の様式の標識（障害者マーク）を付けているときは，他の自

動車の運転者が幅寄せをしたり，割込みをしたりすることを禁止するとともに，身体の障害

のある歩行者が通行しているときは，車両等の運転者はその通行を妨げないようにしなけれ

ばならないこととされた。

警察では，最新のＩＴＳ技術を活用することによって，自動車だけでなく歩行者

の通行を安全で快適なものとするための取組みを進めている（エ参照）。

平成１２年２月には，横浜市のＪＲ磯子駅周辺においてＰＩＣＳの実証実験を行っ

た。駅，バスターミナル，区役所，デパート等を結ぶ通路等を通行する者が，携帯

型受信機を通じて，音声案内により駅の改札やバス乗り場の方向を判別すること

や，地図画像によりエレベータの

使える経路を知ることができるよ

うにするというものである。参加

した車いす利用者や視覚障害者か

らは，「安心して街を行き来する

ことができた」，「早く普及させ

てもらいたい」との声が多く聞か

れた。

イ 信号機の高度化

（ア） 高齢者等感応信号機

高齢者等感応信号機は，高齢者，身体障害者等が交通量の多い道路でも安全に横断できる

よう，信号柱に設置された押ボタンや携帯用の発信機を操作することにより，歩行者用信号

機の青の時間を延長することのできる機能を有する信号機である。１２年度末現在，全国で

第５章 安全かつ快適な交通の確保

－１５０－



３，０４７基が整備されている。

（イ） 音響式信号機

音響式信号機は，音響により視覚障害者に信号が青になったことなどを知らせる機能を有

する信号機である。１２年度末現在，全国で１万１，３９５基が整備されている。

最近では，交差する道路のどちらの方向が青であるかを分かりやすくするため，音響を道

路の両側から交互に出力する装置の導入を推進している。また，住宅が近接した，比較的幅

の狭い道路では，青信号の開始をチャイムや人の声のような穏やかな音で知らせるなど，周

辺への騒音の軽減に配慮した装置の導入を推進している。

ウ 道路標識・道路標示の大型化等

高齢者，身体障害者等にも道路標識・道路標示を見やすく分かりやすいものとするため，

道路標識の大型化を推進しているほか，夜間の視認性を向上させるため，道路標識を内照式，

自発光式のものにするとともに，道路標示の高輝度化，大型化を推進している。

エ 歩行者のためのＩＴＳの推進

ＰＩＣＳ（Pedestrian Information and Communication Systems：歩行者等支援情報通信

システム）は，高齢者，身体障害者等が携帯する端末装置と信号機に併設した通信装置との

双方向通信により，歩行者用信号機の表示等を音声で知らせたり，歩行者用青信号の延長を

行ったりして，その安全で快適な通行を支援するものである。このシステムは，１２年度末現

在，全国で２０の地区で運用されている。

［事例］ 愛知県警察では，ＰＩＣＳの整備に当たり，春日井市が行った聴覚障害者を対象

とする公共施設の利用に関するアンケート調査の結果を踏まえ，利用頻度の高い図書館，

PICS を利用して横断歩道を渡る歩行者（愛媛）
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市役所，総合福祉センター及びＪＲ春日井駅を結ぶ幹線道路上の２０の交差点を整備箇所

として選定するとともに，総合福祉センター内に視覚障害者案内用の光ビーコンを設置

するなど，関係機関・団体の協力の下，利用者の声を反映したシステムを運用している。

（４） 国際化への対応

ア ＩＴＳの国際化への対応

ＩＴＳについては，日米欧を中心とした世界的規模の研究開発が進められており，我が国

の警察は，その中で世界各国と協力しつつ，重要な役割を演じている。

（ア） ＩＴＳに関する国際協調の推進

ＩＴＳ世界会議は，ＩＴＳに関する世界規模での情報交換と協力体制の構築を目的として

平成６年以降毎年，欧州地域，アジア・太平洋地域及びアメリカ地域の３地域持ち回りで開

催されており，我が国の警察はこれに積極的に参加している。１２年１１月には，第７回会議が，

世界５３か国から産学官の関係者約７，３００人の参加を得てイタリアのトリノで開催され，我が

国の警察からも多数参加し，研究の発表等を行った。また，ＩＴＳアジア太平洋地域セミナ

ー（１２年７月：北京）及び国際ＵＴＭＳセミナー（１２年９月：東京）に我が国の警察も参加

し，交通管理技術等に関する情報交換等を行い，ＩＴＳに関する国際協調の推進を図った。

（イ） ＩＴＳ関連技術の国際標準化への対応

我が国の警察は，６年から，ＩＳＯ（国際標準化機構）における，光ビーコンを始めとす

るＵＴＭＳ，音響信号機の視覚障害者用付加装置，車両信号灯器等の国際標準の策定に向け

た取組みに協力している。

また，発展途上国への交通管理技術の移転に取り組んでおり，１２年には，タイの交通管制

システムの構築に関して協力を行った。

なお，光ビーコンの国際的な標準化活動の推進については，「雇用創出・産業競争力強化

のための規制改革」（１１年７月１３日産業構造転換・雇用対策本部決定）において政府の方針

として決定されている。

イ 国際化に対応した運転免許行政

国際化の進展に伴い，人的な交流が活発化し，外国において自動車等を運転する日本人や，

我が国において自動車等を運転する外国人が多数に上っており，警察ではこれらに対応した

施策を推進している。

（ア） 国外運転免許証の交付等

国外へ出国する者の増加に伴い，国外運転免許証の交付件数も増加傾向にあり，ここ数年

は，約４０万件前後で推移している。１２年の交付件数は３９万１，０７７件で，１０年前と比べて約１．２

倍となっている。警察では，国外運転免許証の申請・交付窓口の拡大，電子計算機処理によ

る国外運転免許証の発行事務の迅速化等，国際化に対応した事務の合理化を促進している。

第５章 安全かつ快適な交通の確保
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（イ） 国内の外国人運転者施策

我が国に滞在する外国人のうち，我が国の運転免許を有する者は，１２年末には５２万６，５８８

人となっている。

外国の行政庁の運転免許を有する者については，一定の条件の下に運転免許試験のうち技

能試験及び学科試験を免除することができることとされている。１２年中にこの制度により交

付した我が国の運転免許証の数は２万７，５２２件であり，また，１４４の外国行政庁の運転免許を

有する者に及んでいる。

一方，国際化の進展に伴い，真正でない外国の運転免許証を使用し運転免許試験の一部免

除制度を悪用して我が国の運転免許を取得しようとする事案が発生していることから，警察

では，慎重な審査を行うことにより不正取得の防止に努めている。また，偽造又は不正取得

された国際運転免許証により自動車を運転する事案が発生していることから，その発見検挙

に努めている。

（ウ） 運転免許管理技術等の移転

発展途上国から我が国の運転免許管理技術や運転者教育制度に対して高い関心が寄せられ

ており，警察では，これらの技術や制度を積極的に紹介している。８年から運転免許管理技

術等に関するセミナーを毎年開催しており，１２年１１月には，ブラジルの運転免許行政担当者

３人を招いて，我が国の運転免許に関する法制度，運転免許証作成技術，運転者教育関連施

設等を紹介した。また，中国に運転免許管理技術の専門家を派遣し，協力の実施に向けた調

査を行った。

ＩＳＯ（International Organization for Standardization：国際標準化機構）で

は，１９９９年（平成１１年），ワーキンググループが設けられ，運転免許証の国際標準

規格の策定作業が進められている。

ＩＳＯにおける運転免許証の国際標準化は，国際社会の要望を踏まえて，他国で

行された運転免許証の真正性及び内容を相互に迅速・確実に確認することができる

ようするために必要となる運転免許証作成上の技術的項目に関して，ＩＣカード技

術を含む機械的読取技術の活用も含めて行われているものである。

ＩＳＯは，各国の代表的標準化機関で構成される非政府の国際機関であるが，国

際標準規格の検討に当たり，運転免許行政に関する情報の提供が求められているこ

とから，警察庁では，米国等の関係当局とともにオブザーバ参加し，我が国の運転

免許証及び運転免許制度に係る資料を提供するなど積極的な協力を行っている。
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（５） 環境問題への対応

ア 交通公害等の現状

近年，道路交通騒音による沿道住民等の生活への影響や自動車から排出される窒素酸化物

（ＮＯｘ），粒子状物質（ＰＭ：Particulate Matter）等と人の健康との関連，二酸化炭素に

よる地球の温暖化等が懸念されている。

自動車騒音については，道路の種別ごとの環境基準の達成状況は，表５－２のとおりであ

り，全国の測定地点３，３８０地点のうち，昼間（６時～２２時）及び夜間（２２時～６時）とも環

境基準が達成されなかった地点は１，５８０地点に及んでおり，依然として厳しい状況にある。

自動車の走行に伴い発生する排気ガスには，窒素酸化物，粒子状物質等の大気汚染物質が

含まれている。これらによる大気汚染の状況は，都市部を中心に依然として深刻な状況にあ

り，二酸化窒素や浮遊粒子状物質（ＳＰＭ：Suspended Particulate Matter）に係る環境基

準の達成状況は，表５－３のとおりである。

環境省の推計によると，二酸化炭素については，平成１１年度において，自動車の利用等の

運輸部門が，我が国の二酸化炭素排出量の２１．２％を占めている。

イ 道路交通騒音対策

道路交通騒音を減少させるため，警察では，交通状況に即応した信号機の制御，エンジン

音等を低く抑えるための最高速度規制や相対的にエンジン音等の大きい大型車を沿道から遠

表５－２ 道路の種類別の騒音の環境基準の達成状況（平成１１年）

（単位：％）

「平成１１年度自動車交通騒音実態調査報告」（環境省資料）
注： 昼間とは６時～２２時，夜間とは２２時～６時の時間帯をいう。

区 分 昼夜間とも基
準値以下

昼間のみ基準
値以下

夜間のみ基準
値以下

昼夜間とも基
準値超過

高速自動車国道
（１８４地 点 ） ７１．７ １４．７ ０．５ １３．１

都市内高速道路
（ ９ 地 点 ） １１．１ １１．１ ７７．８

一 般 国 道
（１，３６４地点） ２６．６ １２．６ ３．４ ５７．４

都 道 府 県 道
（１，４００地点） ４５．５ １２．１ ３．６ ３８．８

４車線以上の市町
村道（１３６地点） ５７．４ １２．５ ２．９ ２７．２

そ の 他 の 道 路
（２８７地点） １８．８ １．０ １５．７ ６４．５

全 国 合 計
（３，３８０地点） ３７．４ １１．５ ４．３ ４６．８

第５章 安全かつ快適な交通の確保

－１５４－



ざけるための中央寄り車線規制等の交通規制，著しい騒音を生じさせている速度超過車両や

消音器等の不法改造車両の取締りの徹底等の対策を推進している。

ウ 大気汚染・地球温暖化対策

窒素酸化物等及び二酸化炭素の排出量は，自動車の発進・停止回数の増加や渋滞時の低速

走行に伴い増加するとされている。このため，警察では，交通管制システムの整備，各種の

交通規制，総合的な駐車対策等の道路交通の円滑化対策を推進するとともに，バス専用・優

先レーンの設定等の大量公共輸送機関優先対策により，マイカーから大量公共輸送機関への

転換を促進するなど交通総量の抑制を図っている。

また，自動車の駐停車の際にエンジンを停止させるいわゆるアイドリング・ストップにつ

いては，客待ちや貨物の積卸し等のため継続的に停止させるときに実施するよう，広報・啓

発に努めている。

１２年１月に出された「尼崎公害訴訟」の神戸地裁判決や，同年１１月に出された「名古屋南

部公害訴訟」の名古屋地裁判決では，浮遊粒子状物質と健康被害との因果関係を認める旨の

判決が下された。こうした中，より一層の道路交通環境の改善に向けた対策を講ずる必要が

あることから，警察庁は，関係省庁との連携を図りつつ，当該地域及び全国における大気汚

表５－３ 二酸化窒素及び浮遊粒子状物質に係る環境基準の達成状況（平成６～１１年度）

（二酸化窒素）
年 度

区 分 ６ ７ ８ ９ １０ １１

特 定 地 域
全 体

測 定 局 数 １６２ １６５ １６８ １７２ １７１ １７１

達 成 局 数 ６３ ６８ ５６ ５９ ６１ １０１

達 成 率（％） ３８．９ ４１．２ ３３．３ ３４．３ ３５．７ ５９．１

首 都 圏
特 定 地 域

測 定 局 数 １０４ １０８ １１０ １１３ １１３ １１３

達 成 局 数 ３６ ４２ ４０ ３６ ３１ ６６

達 成 率（％） ３４．６ ３８．９ ３６．４ ３１．９ ２７．４ ５８．４

大阪・兵庫圏
特 定 地 域

測 定 局 数 ５８ ５７ ５８ ５９ ５８ ５８

達 成 局 数 ２７ ２６ １６ ２３ ３０ ３５

達 成 率（％） ４６．６ ４５．６ ２７．６ ３９．０ ５１．７ ６０．３

年度
区分 ６ ７ ８ ９ １０ １１

測 定 局 数 ２１０ ２１６ ２２９ ２５０ ２６９ ２８２

達 成 局 数 ６９ ７６ ９７ ８５ ９６ ２１５

達 成 率（％） ３２．９ ３５．２ ４２．４ ３４．０ ３５．７ ７６．２

（浮遊粒子状物質）

「平成１１年度自動車排出ガス測定局測定結果報告」（環境省資料）
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光ビーコン

環境データ

情報を交通管制センター
で分析・処理集約

（Nox, SPM,CO2等）

道路交通情報
（渋滞、速度等）

環境センサー

最適な信号制御

交通情報板

信号制御に反映

ドライバーへの
情報提供

交通管制センター

染の改善のために必要な，交通需要の調整，運転者への適切な情報提供の推進，交通安全施

設等の高度化等，当面の取組みについて検討を行った。

エ 交通公害低減システム（ＥＰＭＳ）の推進

ＥＰＭＳ（Environmental Protection Management Systems：交通公害低減システム）は，

交通公害の状況に応じた交通情報提供や信号制御を行うことにより，排気ガス，交通騒音等

を低減し，環境保護を図るシステムである。１２年度末現在，神奈川県（川崎市，横浜市），

静岡県（静岡市），兵庫県（神戸市，芦屋市，西宮市）において運用されている（図５－３）。

オ 「環境にやさしい交通管理」モデル事業の実施

「環境にやさしい交通管理」モデル事業は，交通の円滑化及び交通総量の抑制による環境

の改善を図るため，ＵＴＭＳを活用した交通管理と関係機関等と連携して交通需要そのもの

を軽減し，又は平準化させるＴＤＭ（Transportation Demand Management：交通需要マネ

ジメント）とを組み合わせて行う事業である。警察では，この事業を，１１年度から１３年度ま

での３か年にわたり，表５－４のとおり，５都市において実施している。

１３年度は，これまでの事業の分析結果等を踏まえ，「環境にやさしい交通管理」手法に関

するマニュアルを作成することとしている。

図５－３ 交通公害低減システム

第５章 安全かつ快適な交通の確保
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２ 平成１２年中の交通情勢

（１） 道路交通の現況

ア 車両保有台数の伸び

我が国の車両保有台数は年々増加傾向にあり，平成１２年末には約８，９２５万台となっている。

車種別車両保有台数の推移は，図５－４のとおりである。

イ 運転免許保有者数の増加

運転免許保有者数は，交通事故死者数が過去最悪であった昭和４５年には約２，６００万人であ

ったが，５９年には５，０００万人を超え，平成１２年末には７，４６８万６，７５２人となった。運転免許を

取得することができる１６歳以上の者のうち，男性では１．１８人に１人，女性では１．７９人に１人，

全体では１．４３人に１人が運転免許を保有していることになる。運転免許保有者数の推移は，

表５－４ 「環境にやさしい交通管理」モデル事業の実施状況

神奈川県川崎市 交通公害の深刻な地域における総合的対策の推進

静岡県浜松市 中心市街地における交通総量抑制対策の推進

愛知県名古屋市 通勤バス路線におけるＰＴＰＳとガイドウェイバスシステムの一体
的推進

京都府京都市 観光地におけるＰＴＰＳと駐車対策の一体的推進

兵庫県川西市 ベッドタウンにおけるＰＴＰＳとパーク・アンド・ライドの一体的推進

図５－４ 車種別車両保有台数の推移（昭和５１～平成１２年）
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図５－５のとおりである。

高齢化社会の進展に伴い，運転免許保有者数に占める高齢者（６５歳以上の者をいう。）の

割合は年々高くなっており，昭和４５年末には０．８％（約２１万人）であったが，平成１２年末に

は９．６％（約７２０万人）となっており，この傾向は，今後更に継続するものと考えられる。

（２） 平成１２年の交通事故発生状況

ア 概況

平成１２年に発生した交通事故は，件数が９３万１，９３４件（前年比８万１，５７１件（９．６％）増），

死者数が９，０６６人（６０人（０．７％）増），負傷者数が１１５万５，６９７人（１０万５，３００人（１０．０％）増）

であった。発生件数，負傷者数は，共に約１０％の大幅な増加で過去最悪を更新した。死者数

は，８年に１万人を下回って以来，４年連続で減少していたが，５年ぶりに増加に転じた。

過去の交通事故件数等の推移は，図５－６のとおりである。

なお，１２年中の交通事故発生から３０日以内の交通事故死者数は１万４０３人（前年比３１人

（０．３％）増）である。

イ 交通死亡事故の発生状況

（ア） 状態別，年齢層別にみた交通事故死者数

１２年中の状態別死者数は図５－７のとおりで，自動車乗車中の死者数が３，９５３人で最も多

く，全死者数の４３．６％を占めている。前年と比べると，自動車乗車中の死者数（８１人（２．１％）

増），自動二輪車乗車中の死者数（５２人（７．０％）増）の増加が顕著である。

図５－５ 運転免許保有者数の推移（昭和５１～平成１２年）

第５章 安全かつ快適な交通の確保

－１５８－



（指数）�

（54年＝100）�

200

190

180

170

160

150

140

130

120

110

100

90

80
昭51 54 60 6平元� 年�8 10 12

人口�

交通事故件数�
負傷者数�

車両保有台数�
免許保有者数�

死者数�

その他�

自動車乗車中�

歩行中�

総　数�

自転車乗用中�

自二乗車中�原付乗車中�

0.2％�14人�

9,066人�
43.6％�
3,953人�

28.0％�
2,540人�

10.9％�
984人�

8.8％�
795人�

8.6％�
780人�

また，１２年中の年齢層別にみた死者数の構成率と人口構成率を比べると図５－８のとおり

で，後期高齢者（７５歳以上の者をいう。），前期高齢者（６５歳以上７４歳以下の者をいう。），若

年者（１６歳以上２４歳以下の者をいう。）の順に死者数の構成率が人口構成率より高くなって

おり，それぞれ２．９倍，１．６倍，１．４倍である。

なお，若年者の死者数が１０年連続して減少し１，５６３人（構成率は１７．２％），前期・後期を合

わせた高齢者の死者数は３，１６６人（３４．９％）である。

図５－６ 交通事故件数等の推移（昭和５１～平成１２年）

図５－７ 状態別交通事故死者数（平成１２年）
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１２年中の状態別死者数と年齢層別死者数を組み合わせて図解すると図５－９のとおりであ

り，その主な特徴は，次のとおりである。

○ 自動車乗車中の死者数については，若年者が最も多い（２２．７％）。

図５－８ 年齢層別にみた交通事故死者数の構成率と人口構成率の比較
（平成１２年）

図５－９ 状態別，年齢層別死者数（平成１２年）
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○ 自動二輪車乗車中の死者数については，若年者が最も多い（４３．４％）。

○ 自転車乗用中の死者数については，後期高齢者が最も多い（３０．３％）。

○ 歩行中の死者数については，後期高齢者が最も多い（３８．２％）。

（イ） シートベルト着用有無別の死者数

１２年中の自動車乗車中の死者数をシートベルト着用有無別にみると，非着用死者数が２，３１１

人で，着用死者数の１，４７０人を大きく上回っている。

なお，１２年中の自動車乗車中のシートベルト着用有無別の致死率（注）は，シートベルト

を着用していない場合が２．１７％，シートベルトを着用している場合が０．２５％となっている。

（注） 死者数／（死者数＋負傷者数）×１００

（ウ） 昼夜別にみた死亡事故の発生状況

１２年中の死亡事故件数を昼夜別にみると，昼間（日の出から日没まで）が３，８８９件（全体

の４４．７％），夜間（日没から日の出まで）が４，８１８件（５５．３％）で，夜間の死亡事故件数は昼

間の約１．２倍である。前年と比べると，昼間は４４件（１．１％）の減少，夜間は７０件（１．５％）

の増加となっている。

３ 交通安全教育及び交通安全活動の推進

（１） 交通安全教育指針に基づく交通安全教育

ア 警察の交通安全教育

国家公安委員会は，市町村，民間団体等が，効果的かつ適切に交通安全教育を行うことが

できるようにするとともに，都道府県公安委員会が行う交通安全教育の基準とするため，交

通安全教育指針（以下「指針」という。）を作成・公表している。指針には，交通安全教育

を行う者の基本的な心構えや年齢，通行の態様や心身の発達段階に応じた交通安全教育の内

容及び方法が明示されており，警察では，関係機関・団体と協力しつつ，指針を基準として，

幼児から高齢者に至るまでの各年齢層を対象に，交通社会の一員としての責任を自覚させる

ような交通安全教育を段階的かつ体系的に実施している。

イ 交通安全教育推進パイロット事業

警察では，指針の理念を実現し，地域ぐるみの交通安全教育推進のモデル体制を構築する

ため，平成１２年度及び１３年度の２か年で，交通安全教育推進パイロット事業を実施している。

同事業では，交通安全教育の実施主体間の役割分担により，地域の実態に応じた効果的な

交通安全教育を推進するとともに，地域における交通安全教育指導者を育成することを主眼

としており，原則として警察署を単位とするパイロット地区を全国で１００か所設定し，事業

の推進主体であるとともに各実施主体の連絡調整及び交流の場でもある交通安全教育推進協

議会を設置して，推進重点に的を絞った取組みを進めている。
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ウ 事業所等における交通安全教育活動

一定台数以上の自動車を使用する事業所等においては，安全運転管理者及び副安全運転管

理者を選任することとされており，１２年度末現在，約３５万事業所において安全運転管理者約

３５万人，副安全運転管理者約５万人が選任されている。

警察では，これらの安全運転管理者等に対し，安全運転管理に必要な知識等に関する講習

を実施しており，１２年度中の実施回数は２，４２３回，受講者数は延べ約３９万人であった。

また，安全運転管理者は，指針に従った交通安全教育の実施がその業務として義務付けら

れていることから，警察としてもこの交通安全教育が適切に実施されるよう，必要な指導を

行っている。

（２） 交通安全意識を高めるための交通安全活動

ア 全国交通安全運動

毎年春と秋に実施している全国交通安全運動では，国，地方公共団体及び交通安全協会等

の民間団体が一致協力して，幅広い国民運動を展開している。期間中は，各地域の実態に即

して，地域住民が交差点で危険を感じた経験を基にした「ヒヤリ地図」の作成活動等を始め

とした地域住民参加型の諸活動を活発に行うことによって交通安全意識の高揚を図るよう努

めている。

イ 地方公共団体による交通安全活動の促進

交通安全教育，交通安全に関する広報啓発活動等の活動は，警察のみならず，地方公共団

体との連携により行うことが重要である。警察では，地方公共団体が実施している無事故・

無違反コンクールやチャイルドシートのレンタル・リサイクル事業に必要な協力を行うなど

して，より効果的な交通安全対策の推進に努めている。

ウ 地域ボランティア等の自主的な交通安全活動の促進

地域の実態に即した交通安全活動が効果的に行われるためには，全国で約２万人（平成１３

年４月１日現在）の地域交通安全活動推進委員や，交通安全指導員等の地域ボランティアに

よる交通安全教育，広報啓発活動，街頭における交通安全指導等の活動が不可欠であり，警

察では，指導者を対象とする研修会の開催，交通事故実態に関する情報の提供等の必要な支

援を行っている。

（３） 交通安全を目的とする諸団体の活動

ア 都道府県交通安全協会（連合会）及び（財）全日本交通安全協会

各都道府県の交通安全協会（連合会）は，道路交通法に基づき，都道府県交通安全活動推

進センター（以下「都道府県センター」という。）として指定されており，警察と連携し，

交通の安全に関する事項，車両の駐車や道路の使用に関する事項についての広報啓発活動，

被害者対策の一環としての交通事故相談等の業務を積極的に推進するほか，民間の交通安全
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活動の中心的な役割を担う団体として，他の民間団体の活動を支援している。

また，（財）全日本交通安全協会は，道路交通法に基づき，全国交通安全活動推進センタ

ーとして指定されており，都道府県センターの業務に関する研修等を行い，都道府県センタ

ーの業務の充実を図るほか，交通安全に関する広報啓発活動等を積極的に推進している。

イ 自動車安全運転センター

自動車安全運転センターは，道路の交通に起因する障害の防止及び運転免許を受けた者の

利便の増進に資するため，自動車安全運転センター法に基づき，累積点数通知業務（免許停

止等の直前の点数に達した者にその旨を書面で通知する業務），運転経歴証明業務，交通事

故証明業務，安全運転研修業務，調査研究業務等を行っている。

特に，平成３年に茨城県勝田市（現ひたちなか市）に開設された安全運転中央研修所では，

安全運転の実践的かつ専門的な技能及び知識についての体験的研修を行っており，開所以来

１２年度末までに，延べ約５２万人の研修を実施している。

また，調査研究業務では，安全運転中央研修所の施設での実車走行によるデータ収集等に

より，カーナビゲーション装置による交通情報提供の在り方に関する調査研究を行うなど，

各種交通安全施策を推進する上でのニーズにもこたえるような高度かつ専門的なテーマに取

り組んでいる。

ウ （財）交通事故総合分析センター

（財）交通事故総合分析センター（以下「分析センター」という。）は，道路交通法に基

づき，交通事故調査分析センターとして指定されており，交通事故の防止と交通事故による

被害の軽減を図ることにより，安全で快適な交通社会の実現に寄与するため，交通事故に関

する総合的な分析・調査研究を行っている。

分析センターは，交通事故，運転者，車両，道路等に関する各種データを統合した交通事

故統合データベースを作成し，多角的なマクロ統計分析を実施するとともに，実際に発生し

た交通事故を総合的かつ科学的に調査する事故例調査（ミクロ調査）を実施しており，これ

までに約２，４００件の交通事故例のデータが蓄積されている。また，チャイルドシートやエ

アバッグの使用の効果等社会的関心の高い課題に関する調査研究や，広報誌，発表会等によ

る広報啓発活動等を通じて，交通安全対策の積極的な推進を図っている。

（４） 交通安全関連事業の指導育成

自動車運転代行業及び自家用自動車管理業については，いずれも適正に事業が行われれ

ば，交通安全に寄与するものであることから，関係行政機関と連携を図りつつ，（社）全国

運転代行協会，（社）日本自家用自動車管理業協会に対する指導等を通じて，事業の健全育

成を図っている。
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� ［コラム３］ 自動車運転代行業の指導・育成

自動車運転代行業は，酔客等に代わって自動車を運転する役務を提供する営業で

あり，昭和５０年代ころから移動手段として自家用自動車が不可欠な地方都市を中心

に発展してきたものであるが，現状は，事業者が運転者に対し，道路交通法違反を

下命・容認するなどの実態があるほか，交通死亡事故の発生率も高い水準で推移し

ている。また，事業者による白タク行為，料金の不正収受，損害賠償保険の未加入，

暴力団関係者による被害等の問題も指摘されている。

自動車運転代行業は，その業務が適正に行われる場合には，飲酒運転の防止等を

通じて交通安全に資するものであることから，上記の問題を解消して，その業務の

適正な運営を確保するため，都道府県公安委員会による認定制度その他自動車運転

代行業者の遵守事項について定めることなどを内容とする「自動車運転代行業の業

務の適正化に関する法律」が平成１３年６月に成立した。

４ きめ細かな運転者施策の推進

（１） 運転者の資質の向上

ア 運転免許を取得しようとする者に対する施策の充実

（ア） 自動車教習所における教習

ａ 指定自動車教習所における教習の充実

指定自動車教習所は，平成１２年末現在，全国で１，５０８か所ある。また，指定自動車教習所

の卒業者で１２年中に運転免許試験に合格した者は２００万８，５１５人で，合格者全体の９４．８％を占

めており，指定自動車教習所は，初心運転者教育の中心的役割を果たしている。都道府県公

安委員会では，教習指導員の資質向上を図るなどして，指定自動車教習所における教習の充

実に努めている。

ｂ 指定自動車教習所以外の自動車教習所における教習水準の向上

都道府県公安委員会に届出をした自動車教習所のうち，同公安委員会の指定を受けていな

いものは，１２年末現在，全国で２５１か所ある。同公安委員会では，これらの自動車教習所に

対し，教習の適正な水準を確保するため必要な指導及び助言を行っている。

（イ） 運転免許試験

運転免許を受けようとする者は，都道府県公安委員会の行う運転免許試験を受けなければ

ならないこととされ，運転免許試験は免許の種類ごとに，自動車等の運転に必要な適性，技

能及び知識について行うこととされている。

運転免許試験のうち，学科試験は，国家公安委員会が作成する教則の範囲内で，自動車等
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の運転に必要な知識について行うこととされているが，イラストを使用して現実の交通場面

での認知力・判断力を問う問題も取り入れている。

（ウ） 取得時講習

普通免許，大型二輪免許又は普通二輪免許を受けようとする者は，それぞれ普通車講習，

大型二輪車講習又は普通二輪車講習のほか，応急救護処置講習を受けなければならないこと

とされている。また，原付免許を受けようとする者は，原付講習を受けなければならないこ

ととされている。普通車講習，大型二輪車講習及び普通二輪車講習は，それぞれの自動車の

運転に係る危険の予測等安全な運転に必要な技能及び知識について，原付講習は，原付の操

作方法，走行方法，安全運転に必要な知識等について行われている。

なお，１３年６月の道路交通法改正により，大型第二種免許又は普通第二種免許を受けよう

とする者についても，応急救護処置講習等を受けなければならないこととされた。

イ 運転免許取得後の教育の充実

（ア） 更新時講習

運転免許証の更新を受けようとする者は，更新時講習を受けなければならないこととされ

ている。この更新時講習は，更新の機会をとらえて定期的に教育を行うことにより，安全な

運転に必要な知識を補い，運転者の安全意識を高めることを目的としており，受講対象者の

区分に応じ，一般運転者講習と優良運転者等講習とに分かれている。一般運転者講習では，

教本やビデオ等の視聴覚教材等を使用して交通事故の実態，運転者の心構え，安全運転の知

識等について説明を行うほか，運転適性検査器材等を用いて運転適性についての診断と指導

を行っている。また，高齢者学級，若年者学級，二輪車学級等の特別学級を編成することに

より，受講者の態様に応じた内容の講習となるよう努めている。１２年中には，４５５万２，１６３人

が一般運転者講習を受講し，このうち３１万４，８６２人がこの特別学級による講習を受講した。

優良運転者等講習においても，ビデオ等の視聴覚教材を効果的に活用するなどにより，受講

者が安全運転の知識等を修得できるように工夫している。１２年中には，１，７２４万６，３０１人が受

講した。

また，一定の基準に適合する講習（特定任意講習）を受講した者は，更新時講習を受講す

る必要がないとされている。特定任意講習では，地域，職種等が共通する運転者を集めて，

その態様に応じた講習を行っている。１２年中には，３万８，１４８人が受講した。

（イ） 高齢者講習

運転免許証の有効期間が満了する日における年齢が７５歳以上の者については，更新前に高

齢者講習を受講することが義務付けられている（１３年６月の道路交通法改正により，高齢者

講習の受講を要する者の範囲が７５歳以上から７０歳以上とされた。）。この高齢者講習は，危険

予測や事故事例等に関する視聴覚教材等を用いた講義のほか，コース又は道路における自動
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車等の運転，動体視力検査器等を用いた検査を通じて，運転に必要な適性に関する調査を行

い，受講者に自らの身体機能の変化を自覚してもらうとともに，その結果に基づいて助言・

指導を行うことを内容としている。１２年中には，４５万６，９０６人が受講した。

（ウ） 自動車教習所における交通安全教育

自動車教習所は，地域住民のニーズに応じ，地域住民に対する交通安全教育を行っており，

地域における交通安全教育機関としての役割を果たしている。具体的には，運転免許を受け

ている者を対象として，運転の経験や年齢等の区分に応じたいわゆるペーパードライバー教

育，高齢運転者教育等の交通安全教育を行っている。こうしたもののうち，一定の基準に適

合するものについては，その水準の向上と免許取得者に対する普及を図るため，都道府県公

安委員会の認定を受けることができることとされている。また，１２年春及び秋の全国交通安

全運動の期間中には，多数の指定自動車教習所において，運転実技講習や各種のイベントを

行い，参加者に対して交通安全意識の高揚を促すため，教習所を地域住民の利用に供する「１

日開放」を実施した。

ウ 身体に障害を有する運転免許取得希望者に対する利便性の向上

警察では，身体に障害を有する運転免許取得希望者に対する利便性の向上を図るため，運

転免許試験場において身体障害者用の技能試験車両の整備に努めているほか，受験者である

身体障害者が持ち込んだ車両による技能試験を実施している。また，運転適性相談窓口を設

け，身体障害者の運転適性等について知識の豊かな職員を配置し，相談に応じているほか，

運転免許試験場施設の整備・改善，字幕入り講習用ビデオの作成・活用等，身体障害者のニ

ーズに応じた施策の推進に努めている。

このほか，指定自動車教習所に対しても，身体障害者用教習車両の整備や，身体障害者が

持ち込んだ車両による教習の実施等に努めるよう指導している。

（２） 危険運転者の排除と改善

ア 運転者の危険性に応じた行政処分の推進

警察では，道路交通法違反を繰り返し犯す運転者や交通事故を起こす運転者を，道路交通

の場から早期に排除するため，行政処分の迅速・確実な実施に努めている。最近５年間の運

転免許の行政処分件数の推移は，表５－５のとおりである。

表５－５ 運転免許の行政処分件数の推移（平成８～１２年）

注： 「取消し」は，初心取消しを除く。

年次
区分 ８ ９ １０ １１ １２

総 数（件） １，４４１，４７８ １，４７５，６２５ １，４０６，７６９ １，２６０，５８６ １，１１２，３１４

取 消 し ３５，６５５ ３６，７７９ ３６，２５６ ３８，３７８ ３４，４０２

停 止 １，４０５，８２３ １，４３８，８４６ １，３７０，５１３ １，２２２，２０８ １，０７７，９１２
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イ 危険運転者の改善のための教育

（ア） 初心運転者講習

普通免許等取得後１年未満の初心運転者で道路交通法等に違反する行為をし，一定の基準

に該当する者に対しては，初心運転者講習の受講の機会を与えることにより，技能及び知識

の定着を図ることとしている。この講習は，路上訓練や運転シミュレーターを活用した危険

の予測や回避の訓練を取り入れるなどにより行っている。平成１２年中には，１２万９，９０９人が

受講した。

なお，初心運転者講習を受講しなかった者等に対して行う再試験では，運転免許試験と同

等の基準で合否判定が行われ，１２年中は，１万１，０８９人が受験し，不合格となった８，１２７人が

運転免許を取り消された。

（イ） 取消処分者講習

取消処分者講習は，運転免許の取消し等の処分を受けた者を対象に，その者に自らの運転

適性を自覚させ，それに応じた運転の方法を指導することにより，その運転態度の改善を図

ろうとするものである。運転免許の取消し等の処分を受けた者が新たに運転免許試験を受け

ようとする場合には，この講習を終了していることが受験資格となっている。この講習にお

いては，自動車等の運転や運転シミュレーターの操作等をさせることにより運転適性に関す

る調査を実施し，これに基づく個別的かつ具体的な指導が行われている。１２年中には，３万

２，５１７人がこの講習を受講した。

（ウ） 停止処分者講習

停止処分者講習は，運転免許の効力の停止，保留等の処分を受けた者を対象に，その者の

申出に基づいて行われるもので，受講者は，効力の停止等の期間が短縮される。この講習に

おいては，自動車等の運転や運転シミュレーターの操作等をさせることにより運転適性に関

する調査を行い，それに基づく指導を行っている。１２年中には，８８万２，２１９人が受講した。

（エ） 違反者講習

違反者講習は，違反行為に付する点数が３点以下である違反行為をし，一定の基準に該当

する者に対し，受講が義務付けられているものであり，この講習を終了した者については，

運転免許の効力の停止等の行政処分を行わないこととされている。この講習においては，講

習を受けようとする者からの申出により，運転者の資質の向上に資する社会参加活動の体験

を含む課程，又は自動車等の運転や運転シミュレーターの操作等を通じた個別的な運転適性

についての診断と指導を含む課程を選択することができる。１２年中には，２１万４，３９８人が受

講した。

（３） 運転免許証のＩＣカード化

運転免許証の偽変造防止，業務の合理化・効率化等を図る観点から，高度なセキュリティ
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機能を有する電子技術を応用した運転免許証のＩＣカード化について，平成１３年６月の道路

交通法改正により，免許証の記載事項の一部を電磁的方法により記録できることとされ，そ

の具体化に向けた検討を進めている。

５ 快適な交通の実現

（１） 交通安全施設等の整備

ア 交通安全施設等の整備

（ア） 交通安全施設等整備事業七箇年計画

平成８年度を初年度とする交通安全施設等整備事業七箇年計画の内容及び１２年度の実施状

況は，表５－６のとおりであり，新交通管理システム（ＵＴＭＳ）の整備，生活の場におけ

る安全確保，交通需要マネジメント及び災害時に対応した交通管理の四点を重点事項として

交通安全施設等の整備を推進することとしている。

（イ） 交通安全施設等の高度化

速度超過に起因する交通事故が多発している区間において，高速走行中の車両に対し警告

を与えることにより事故防止を図る高速走行抑止システム，見通しの悪いカーブ等におい

て，対向車の接近を警告することにより衝突事故の防止を図る対向車接近表示システム等の

整備を推進している。

イ 地域の特性に応じた道路交通環境の整備

（ア） 地域の特性に応じた交通規制の点検・見直し

警察では，地域における交通の実態に応じ，幹線道路等を重点として，最高速度規制等の

表５－６ 交通安全施設等整備事業七箇年計画実施状況

注：１ 「その他」は，沖縄県分（信号機新設，道路標識，道路標示等）及び調査費である。
２ 実績には，補正予算を含む。

業 種 別
事 業 費 （億円）

七 箇 年 計 画 １２年 度 の 実 績

総 額 ８，４００ １，１５６

特

定

事

業

計 ２，１００ ３９６

交 通 管 制 １，３７０ ２７５

信
号
機
改
良

小 計 ４７３ １０９

系 統 化 ５３ １４

高 性 能 化 ４２０ ９５

そ の 他 ２５７ １２

地 方 単 独 事 業 ６，３００ ７６０
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交通規制の点検・見直しを進めている。

（イ） 交通事故多発地点対策

身近な生活の場に潜む交通事故の多発地点を抽出し，交通事故の発生を未然に防止する活

動を行うため，（財）交通事故総合分析センターの統合データの中から抽出された３，１９６箇所

の交通事故多発地点について，道路管理者と連携して合同現場点検及び事故原因の詳細な分

析を実施するとともに，交通安全施設等の重点的整備を行うなど，総合的かつ計画的な対策

を行っている。

（ウ） 交通安全総点検

高齢者，身体障害者を始め，だれもが安心して利用できる道路交通環境を創造するため，

道路管理者と連携し，地域住民の参加による交通安全総点検を実施し，これに基づき，地域

の実情に応じた交通安全施設等の整備を推進している。

（エ） 交通ボトルネック解消対策

交差点，踏切，トンネル等は，交通容量が他の区間に比べて小さいなどの理由により，交

通渋滞が発生しやすい。このような交通ボトルネックを解消するため，適切な信号機の制御，

右折矢印信号制御，踏切信号機の設置等の対策を推進している。

（オ） 道路交通環境安全推進会議

警察庁では，建設省と共同で，１１年９月，「道路交通環境安全推進会議」を設置し，１２年

３月には，「安全な道路交通環境の整備に関する推進方針」を策定し，幹線道路における事

故多発地点の解消，生活道路における安全の確保等の施策を，地域住民の意見を反映させな

がら，道路管理者と連携して積極的に推進していくこととしている。

（２） 交通流の変化に対応した事前対策の推進

ア 先行的交通対策

現在の交通社会においては，都市構造や物流システムの変化等が交通流・量に大きな影響

を与えることから，警察では，都市計画地方審議会等に参画して，都市計画事業，各種の開

発事業，駐車場の整備，大規模施設の建設，中心市街地の整備改善等について，交通管理面

からの必要な指導，提言を行うことなどにより，交通管理上望ましい都市交通が形成される

よう働き掛けている。

イ 道路使用の適正化

道路工事，路上競技，祭礼等の通行目的以外の目的による道路使用は，年々増加傾向にあ

るが，これらの道路使用が交通渋滞等の要因となっていることも少なくなく，道路使用の適

正化を推進していく必要がある。警察では，工事方法等の改善，競技コースの変更等につい

て指導を行うとともに，許可に当たり必要な条件を付すなどして，交通渋滞の防止を始め交

通の安全と円滑の確保に努めている。
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ウ 行楽期等における交通円滑化対策

行楽期等には，大規模な交通渋滞が発生することから，その発生を予測し，事前広報を行

うとともに，臨時交通規制，交通情報の提供，警察官等による交通整理，道路における工事

・作業の抑制等の対策を実施している。

（３） 交通の円滑化対策の推進

ア 快適な運転を実現するための交通情報の収集・提供

交通の安全と円滑を確保するためには，交通規制等の手法に加え，運転者に対する適切な

交通情報の提供により，自律的な交通流の分散を図ることが効果的である。

警察は，交通管理者として，各種の交通情報収集装置を整備し，交通量，車両速度，旅行

時間等の情報を収集している。その情報は，交通管制センターにおいて統合，処理され，信

号制御方式の決定に用いられるほか，交通情報板，路側通信設備，光ビーコン等の交通情報

提供施設，テレビ・ラジオ放送，インターネット，車載のカーナビゲーション装置等の様々

な手段を利用して幅広く提供されている。

イ ＴＤＭの推進

近年，特に都市部においては，交通需要の増加に対応した交通容量の拡大を図ることが困

難であることから，交通渋滞，交通公害対策として，交通需要そのものを軽減し，又は平準

化するＴＤＭ（交通需要マネジメント）の手法が注目されており，警察としても，関係機関

と連携しながら積極的に推進することとしている。

警察では，都市部等における交通需要軽減のため，バス専用・優先レーンの設定，バス感

応式信号機の整備，ＰＴＰＳ（公共車両優先システム）の導入等のバス優先対策により，マ

イカーの利用から路線バス等大量公共輸送機関への転換を促す施策を推進している。あわせ

て，バス事業者等によるＭＯＣＳ（車両運行管理システム）の導入，共同企業バスの運行，

共同集配システムの構築等の自動車利用の効率化に向けた働き掛けを行っている。

また，交通需要の平準化のため，交通渋滞情報等の交通情報を迅速かつ的確に提供するこ

とにより，交通流・量の誘導及び分散を促すとともに，関係機関・団体等に対して時差出勤

やフレックスタイム制の導入等を働き掛けている。

さらに，バイパス，環状道路の整備や信号制御の高度化等の交通容量拡大策，各交通手段

を結びつける駅前広場等の交通結節点の整備等のマルチモーダル施策とＴＤＭを組み合わせ

た都市圏交通円滑化総合対策を関係機関とともに推進しており，平成１２年には，福岡都市圏

（福岡県），広島都市圏（広島県）等５都市圏を交通円滑化総合対策実施都市圏として指定

した。

なお，１３年度より，期間及び地域を限定し，地域における自動車交通流・量の調整，事業

者による交通事業の改善等を実施するＴＤＭ実証実験を新たに都市圏交通円滑化総合対策に
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加え，充実したものとしていくこととしている。

（４） 総合的な駐車対策の推進

ア 違法駐車の現状

違法駐車は，幹線道路における交通渋滞を悪化させる要因となるだけでなく，歩行者等の

安全な通行の障害となるほか，緊急自動車の活動に支障を及ぼすなど住民の生活環境を害

し，国民生活全般に大きな影響を及ぼしている。また，違法駐車は，交通事故の原因ともな

っており，平成１２年中の駐車車両への衝突事故の発生件数は２，８７８件で，１４７人が死亡してい

る。さらに，１１０番通報された苦情・要望のうち，駐車問題に関するものが２５．９％を占めて

おり，駐車問題に関する国民の関心は相当に高いことがうかがわれる。

なお，特別区（東京都２３区）及び大阪市における瞬間路上駐車台数は，表５－７のとおり

である。

イ 不断の見直しによるきめ細かな駐車規制の推進

警察では，道路の構造や地域の交通実態を勘案し，幹線道路等特に必要がある区間におい

ては駐車禁止規制を強化している。一方で，特定の時間帯，曜日に駐車需要が減少する地域

では，駐車規制を解除するほか，都市部の商業地域等において，地域の駐車需要と路外駐車

場等の需給バランス等に配慮し，必要やむを得ない短時間駐車需要に応じる必要のあるとき

は，時間制限駐車区間規制を実施するなど，きめ細かな駐車規制を行っている。また，駐車

規制については，地域の交通の実態に見合った適切なものとなるよう，不断の見直しを推進

している。

ウ 違法駐車の効果的な取締り

（ア） 駐車取締りの現状

駐車違反の取締りは，幹線道路，交差点，横断歩道，バス停留所等における悪質・危険性，

迷惑性の高い違反に重点を置いて行っている。１２年中の駐車違反取締り件数は１８９万９，３９８件

であり，４５万７，７５３台をレッカー移動した。

表５－７ 特別区（東京都２３区）及び大阪市における瞬間路上駐車台数の推移（平成６～１２年）

注：１ 瞬間路上駐車台数は，平日昼間の一定時間内に一定基準以上の道路を対象として，
四輪車の駐車台数を計測し算出した。

２ （ ）内は，違法駐車台数を内数で示す。

年次
区域 ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

特 別 区
（東京都２３区）

１４３，６７１
（１１４，５４８）

１３７，６５３
（１０７，７８５）

１３４，４６７
（１０８，９５５）

１３１，８４４
（１０４，５５３）

１２７，６８５
（１０２，０６３）

１０５，８６０
（８６，３０９）

１２４，１２３
（９６，１４６）

大 阪 市 １５９，４２３
（１４１，００８）

１５７，５９８
（１３５，４７４）

１４７，２８６
（１２３，１９３）

１４２，０９８
（１２０，９８２）

１３５，４０２
（１１３，０５６）

１２８，２１０
（１０８，５２３）

１１９，６５７
（１０３，３４２）
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また，違法駐車が常態的に行われている道路の区間について，都道府県公安委員会が「車

輪止め装置取付け区間」を指定し，当該区間の違法駐車車両に対して車輪止め装置の取付け

措置を講じており，１２年中には，１万２，５６３件の措置を行った。

（イ） 背後責任の追及

自動車の使用者，安全運転管理者等が運転者の放置行為を下命・容認している場合につい

ては，その背後責任の追及に努めている。１２年中の放置行為の下命・容認の検挙件数は，３１

件であった。

また，都道府県公安委員会は，放置行為を防止するために必要な運行の管理を行っている

と認められない使用者に対しては，必要な指示及び自動車の使用制限命令を行い，駐車に係

る車両の運行管理の適正化に努めている。１２年中の指示件数は１万６，１１３件，自動車の使用

制限命令件数は１２５件であった。

エ 駐車対策のための各種システムの整備

警察では，交差点に設置されたテレビカメラ及びスピーカーを用いて，違法駐車車両を監

視し，必要に応じ音声で警告を行うシステムの整備を推進している。また，駐車場の位置，

空きの有無，駐車場までの経路，交通渋滞の状況等に関する情報を運転者に提供し，空き駐

車場へ誘導する駐車誘導システムの整備を計画的に進めており，１２年度末現在，６４都市で運

用されている。

オ 関係機関，団体との連携

警察では，都道府県交通安全活動推進センター等の協力を得た違法駐車の危険性・迷惑性

についての情報提供，トラック協会，安全運転管理者協（議）会等を通じた事業用自動車の

自宅持ち帰り自粛のキャンペーン等違法駐車抑止のための広報啓発活動を進めている。

また，地方公共団体，道路管理者等と共に駐車対策協議会を設立し，各種の駐車対策を推

進しているほか，市町村による違法駐車防止条例及び駐車場附置義務条例（一定の建築物を

新設しようとする者等に対して駐車施設の設置を義務付ける条例）の制定及び運用に協力し

ている。１２年末現在こうした条例を制定しているのは，それぞれ，１８６市１０区１４２町１４村，１７３

市２３区４町である。

カ 保管場所の確保対策の推進

道路が自動車の保管場所として使用されることを防止するため，警察では，自動車の保管

場所の確保等に関する法律に基づき，保管場所証明書の交付，軽自動車の保管場所に係る届

出の受理等を行うとともに，道路を自動車の保管場所として使用するいわゆる青空駐車や，

自動車の使用の本拠の位置，保管場所の位置等を偽り，保管場所証明を受けるいわゆる車庫

とばしの取締りを行っており，１２年中の青空駐車及び車庫とばしの検挙件数は，それぞれ３

万８３９件，１８１件となっている。なお，軽自動車の保管場所に係る届出義務等の適用地域につ
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いては，１３年１月から，人口１０万人以上の市を追加することとした。

［事例］ 中古車販売会社社長（３９）は，暴力団員（３６）と共謀し，自動車の保管場所の確

保等に関する法律の適用を逃れるため，同法の適用地域外に暴力団員を架空転入させ，

中古自動車３５４台について暴力団員の名義で不正に自動車登録を受け，不法在留等の理由

により正規の登録ができない外国人に販売していた。５月，電磁的公正証書原本不実記

録・同供用罪で検挙した（茨城）。

６ 交通秩序の確立

（１） 効果的な交通指導取締りの推進

ア 悪質・危険性，迷惑性の高い運転行為への対策の強化

道路における交通の安全と円滑を確保するためには，街頭における機動的な交通取締り活

動等を強化し，違反行為の未然防止に努めるとともに，無免許運転，飲酒運転，著しい速度

超過，信号無視等交通事故に直結する悪質・危険性の高い違反及び迷惑性が高く住民からの

表５－８ 主な道路交通法違反の取締り状況（平成８～１２年）

（１）違反別取締り件数

年 次
区 分 ８ ９ １０ １１ １２

無免許，無資格運転（件） １０２，３７８ １０２，８６１ １０２，４６３ ９４，９７６ ８１，９０８

指 数 １００ １００ １００ ９３ ８０

酒酔い，酒気帯び運転 ３３７，１７９ ３４３，５９３ ３３６，７９９ ３３７，３５２ ２５５，２８６

指 数 １００ １０２ １００ １００ ７６

最 高 速 度 違 反
（超過速度３０キロメートル毎時以上）

５４９，０６５ ５８７，３１８ ５６８，２５３ ６００，９７２ ５５９，２３４

指 数 １００ １０７ １０３ １０９ １０２

信 号 無 視 ６０６，２６７ ６６０，２１８ ６８１，６８９ ６７４，９１２ ５９３，１１３

指 数 １００ １０９ １１２ １１１ ９８

一 時 停 止 違 反 ６８５，７６３ ７７９，４４５ ８３５，３３５ ８５５，１５２ ７０９，４１２

指 数 １００ １１４ １２２ １２５ １０３

歩行者保護義務違反 ４１，６２６ ４９，２５２ ４７，３６２ ４５，２７２ ３３，２８６

指 数 １００ １１８ １１４ １０９ ８０

駐 停 車 違 反 ２，４４７，８４１ ２，４１２，８４６ ２，２８３，１６４ ２，１５１，００５ １，８９９，３９８

指 数 １００ ９９ ９３ ８８ ７８

座席ベルト装着義務違反 ３，９６３，９３７ ３，７２２，０２０ ３，７９８，５１８ ３，６４９，５８５ ３，２３３，８５４

指 数 １００ ９４ ９６ ９２ ８２

（２）行政処分の基礎点数告知件数
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取締り要望の多い違反に重点を置いた取締りを行う必要がある。このため，交通事故発生状

況等地域の交通実態を調査・分析し，交通事故の多発する路線及び交差点等における重大事

故の防止に重点を置くなどして効果的な指導取締りに努めている。

最近５年間の主な道路交通法違反の取締り状況は，表５－８のとおりである。

なお，悪質・危険な運転者等への対策を強化するため，平成１３年６月の道路交通法改正に

より，救護義務違反（ひき逃げ），酒酔い運転，共同危険行為，無免許運転等をした者に対

する罰則が引き上げられた。

イ 背後責任追及の徹底

企業の事業活動に関して行われた放置駐車，過積載運転，過労運転，最高速度等の違反や

これらに起因する事故事件については，運転者の取締りにとどまらず，これらの行為を下命

・容認した自動車の使用者，荷主等についてもその背後責任の追及に努めている。なかでも，

過積載については，使用者に対する指示及び自動車の使用制限命令並びに荷主等に対する再

発防止命令を，最高速度違反については，使用者に対する指示及び自動車の使用制限命令を

積極的に行い，組織的・構造的に行われている違反行為の背後責任の追及に努めている。使

表５－９ 使用者等の背後責任の追及状況（平成１１，１２年）

年 次
区 分 １１ １２

総 数（件） ３，７６０ ２，９０１

下

命

容

認

計 ２８３ ２０５

最 高 速 度 違 反
放 置 駐 車 違 反
積 載 制 限 違 反
無 免 許， 無 資 格 運 転
過 労 等 運 転
酒 酔 い， 酒 気 帯 び 運 転
そ の 他

１２
３８
１０１
１６
８
１
１０７

１
３１
７５
１２
１２
１
７３

両

罰

規

定

計 １，４０６ １，０６４

積 載 制 限 違 反
使 用 者 の 義 務 違 反
整 備 不 良 車 両 運 転
そ の 他

７１０
１３１
３５
５３０

５５３
７６
１
４３４

教
唆
・
幇
助
犯

計 ２，０７１ １，６３２

無 免 許， 無 資 格 運 転
酒 酔 い， 酒 気 帯 び 運 転
最 高 速 度 違 反
積 載 制 限 違 反
整 備 不 良 車 両 運 転
そ の 他

１，７２９
７４
０
１
１２
２５５

１，２６９
７０
２２
１０
１
２６０
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用者等の背後責任追及状況は，表５－９のとおりである。

（２） 迅速・適正な交通事故事件捜査活動の推進

ア 交通事故事件の発生検挙状況

平成１２年中，交通事故に係る業務上（重）過失致死傷事件の検挙件数は８１万２，６３９件（前

年比７万４，２１４件（１０．１％）増），検挙人員は８５万４９３人（８万５，７４１人（１１．２％）増）であっ

た。

また，物件事故の発生は約３０８万件であった。

イ 適正な交通事故事件捜査の推進

交通事故事件捜査に対する事故原因の徹底究明を求める声の高まりを踏まえ，都道府県警

察本部の交通捜査担当課に事故捜査指導官を配置するなどして，死亡・重傷事故，重大特異

事故等の事故を重点とした適正な捜査の推進に努めた。

特に，一方の当事者が死亡，重体等のため事情聴取ができない事故や，当事者の言い分が

食い違ったりする事故の場合には，各当事者の責任の軽重を公平に見極める必要があるた

め，初期の段階から，組織的，集中的な捜査を推進し，目撃者や物証の確保等に努めるなど

して，事故原因の究明に努めている。

ウ 交通事故事件捜査業務の合理化・効率化

交通事故の発生件数が依然として増加傾向にある中で，交通事故当事者の負担軽減や迅速

な事故処理による円滑な交通流の早期回復等の要請にこたえるため，実況見分を効率的に行

うことのできるデジタル画像測量システム等の各種捜査支援資機材の効果的活用，一定の要

件を満たす軽微な物件事故について現場見分を省略する現場見分省略制度の積極的な運用等

に努めている。

エ ひき逃げ事件に対する捜査の強化

ひき逃げ事件については，迅速かつ適正な初動捜査を徹底するとともに，現場こん跡画像

検索システム等の交通鑑識資機材の効果的活用により，被疑者の検挙に努めている。

最近５年間の死亡ひき逃げ事件の発生，検挙状況は，表５－１０のとおりである。

表５－１０ 死亡ひき逃げ事件の発生・検挙状況（平成８～１２年）

年 次
区 分 ８ ９ １０ １１ １２

発 生 件 数（件） ３２０ ２９２ ３３９ ３３０ ３１７

検 挙 件 数 ３０９ ２８７ ３１６ ３１５ ２７７

検 挙 率（％） ９６．６ ９８．３ ９３．２ ９５．５ ８７．４
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オ 交通特殊事件に対する捜査の強化

保険金詐欺事件を始めとした交通特殊事件の最近の傾向として，犯罪の組織化，広域化，

手口の巧妙化が挙げられる。

最近５年間の偽装交通事故による自動車保険金詐欺事件等交通特殊事件の検挙状況は，表

５－１１のとおりである。

表５－１１ 交通特殊事件の検挙状況（平成１１，１２年）

注： 件数，人員，被害額とも未遂を含む。

年次
事件別 区分 １１ １２

総 数

件 数（件） １，７６４ １，４９６

人 員（人） １，３１７ １，２４４

被害額（万円） ８９，３１７ １１６，６２８

交通事故を偽装し，又は，手段と
した殺人，傷害事件等

件 数 １９ １６

人 員 １９ ２２

交通事故に故意犯を適用した事件
件 数 ３６ ４４

人 員 ４９ ４６

交通事故の事後において故意犯罪
を犯した事件

件 数 ９０ １３０

人 員 １５３ ２０１

当 た り 屋 事 件

件 数 １５ ８５

人 員 ３ ２２

被 害 額 ９４６ １３５

保 険 金 詐 欺 事 件

件 数 ５２３ ３３９

人 員 ３７３ ３０６

被 害 額 ８８，０６６ １１５，８１４

文 書 の 偽（変）造 事 件
件 数 １，０７９ ８６１

人 員 ７１５ ６３８

そ の 他

件 数 ２ ２１

人 員 ５ ９

被 害 額 ３０５ ６７９
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センサー部

センサー柱

制 御 機

カメラ視野（概略）

信 号 現 示

時 刻

日 付

場 所 名

警察では，科学的かつ効率的な交通事故事件捜査を推進しているが，その一環と

して，交差点内で発生した交通事故を自動的に記録する交通事故自動記録装置を，２８

都道府県警察に合計３５０基設置し，平成１３年４月から運用を開始した。

この装置は，センサー部（ビデオカメラ，マイク）及び本体（音源識別部，画像

メモリー，ＶＴＲ）から構成されており，交差点内で交通事故が発生した場合，衝

突音やスリップ音等を感知して，その前後の状況を自動的に記録するものである。

この装置により，事故当時の車両の走行状況，信号現示等がＶＴＲに記録され，

客観的な資料に基づく事故状況の早期把握が可能になるとともに，事故当事者の現

場立会い時間の短縮や，事故に伴う交通渋滞の早期解消が図られることとなる。

［コラム４］ 交通事故自動記録装置
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（３） 総合的な暴走族対策の推進

ア 暴走族の実態と動向

平成１２年末現在，警察が把握している全国の暴走族の総数は，約２万７，８００人である。こ

の内訳は，爆音暴走等を集団で行う共同危険型の暴走族約２万３，４００人（１，１６５グループ），

山岳道路等でコーナリング等の運転技術を競う「ローリング族」，４００メートルの直線区間の

走行速度を競う「ゼロヨン族」等の違法競走型の暴走族が約４，４００人（３２グループ）となっ

ている。

なお，共同危険型暴走族の年齢構成は，少年が全体の７５．１％（約１万７，６００人）を占めて

いる。

最近の暴走族は，大集団での暴走は減少し，グループが小規模なものとなる傾向にある一

方，縄張や組織を維持するために連合組織を形成したり複数グループによる合同暴走をした

りするなどの傾向がみられるほか，活動範囲が複数の都府県にまたがるなどの広域化の傾向

が顕著になっている。
かん

暴走族の引き起こす犯罪は，道路交通関係法令違反のほか，強盗，強姦，薬物乱用等様々

な罪種にわたっており，暴走族同士のナイフ，鉄パイプ等を使用した対立抗争や脱会者等に

対する暴行による殺人事件や傷害致死事件のような凶悪な犯罪も発生している。

また，一部には暴力団とかかわりが深く，その予備軍的な存在となっているグループも確

認されている。

最近５年間の暴走族の勢力と動向は，表５－１２のとおりである。

表５－１２ 暴走族の勢力と動向（平成８～１２年）

注： （ ）内は，総人員に占めるグループ未加入者の比率である。

年次
区分 ８ ９ １０ １１ １２

共

同

危

険

型

グ ル ー プ 数 ９３９ １，００３ １，０５３ １，１３２ １，１６５

総 人 員 ２６，７２０ ２５，７９６ ２５，６８０ ２３，７０４ ２３，３９９

うちグループ
未加入者（％）

１３，８６３
（５１．９）

１２，４７１
（４８．３）

１１，４１９
（４４．５）

８，４９２
（３５．８）

８，２２５
（３５．２）

う ち 女 性 ８８３ ８３２ ７９６ ７１６ ６３３

い集・走行回数 ６，６７４ ６，３５７ ６，７２０ ６，５４２ ７，０７７

参 加 人 員 １１５，２０５ １１２，０５６ １２４，７１１ １３９，４０２ １４８，０６５

違
法
競
走
型

総 人 員 ８，５５８ ８，２５５ ８，７３１ ４，９４８ ４，３６５

い集・走行回数 ２，２７９ ２，５３１ ２，５７０ ２，０３０ １，８３９

参 加 車 両 台 数 ５５，６８８ ５４，６２３ ５３，１０９ ３４，６９２ ２５，１２５
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イ 取締り状況

警察では，交通，少年，地域等各部門の連携により，暴走族に関する情報を幅広く収集し

てその実態を把握し，個別的な指導や補導を強化したほか，共同危険行為等禁止違反等の道

路交通法違反や番号表示義務違反等の道路運送車両法違反の取締りを強化し，グループの解

体や構成員の離脱を図っている。

また，いわゆる「初日の出暴走」等の特に大規模な集団暴走の取締りに際しては，警察各

部門の連携を強化し，機動隊の出動，ヘリコプターを用いた空からの採証活動などを行って

対処しているほか，広域的な集団暴走に対しては，関係都道府県警察が一体となって取締り

の徹底・強化を図っている。

さらに，毎年６月に暴走族取締り強化期間を設け，不法改造車両の押収等を通じて，暴走

族と車両の分離を図るとともに，車両を運転した者だけでなく，改造等を行った業者に対し

ても責任の追及を行っている。

最近５年間の暴走族による道路交通法違反の検挙状況は，表５－１３のとおりである。

［事例］ 平成に入った頃から，関東地方や中部地方の暴走族が，大晦日から元日にかけ一

斉に山梨県富士山麓の河口湖畔を目指していわゆる「初日の出暴走」と呼ばれる暴走行

為を行うようになり，平成１１年末には１万人以上の暴走族が参加するに至った。

１２年末は，暴走族が，２１世紀を目前にして従前にも増して大規模な「初日の出暴走」

を敢行することが予想されたことから，機動隊等を含む延べ１万６，０００人の警察官を動員

して取締りを実施し，多数の暴走族を検挙した（警視庁，茨城，栃木，群馬，埼玉，千

葉，神奈川，新潟，山梨，長野，静岡，岐阜，愛知，三重）。

ウ 暴走族を許さない環境づくり

警察では，関係機関・団体等で構成される暴走族対策協議会等と協力し，「暴走を『しな

い』，『させない』，『見に行かない』」運動を展開したほか，地方公共団体の「暴走族根絶条

例」等の制定に協力するなど暴走族を許さない世論の醸成，暴走をさせない環境づくりに努

めた。例えば，暴走族のい集場所として利用されやすい公共施設等の管理者に対して夜間に

おける閉鎖や看板設置等のい集を防ぐ措置を，ガソリン販売業者に対して暴走族へのガソリ

表５－１３ 暴走族の道路交通法違反による検挙人員の推移（平成８～１２年）

年次
区分 ８ ９ １０ １１ １２

総 検 挙 人 員 ９６，８３５ ９４，７４６ １００，６２６ ９６，０２８ ８８，１０１

うち共同危険行為 ６，１５３ ５，６５６ ５，５２１ ５，２９３ ５，６９５

う ち 無 免 許 ７，４２９ ８，０８８ ８，６２５ ８，０３９ ７，１４８
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ン販売の自粛を，部品販売業者に対して変形ハンドル等暴走行為を助長する部品の販売の自

粛を，タクシー運転者等に対して暴走行為目撃時の通報を，それぞれ要請するなど，地域と

一体となった各種対策を展開している。

また，暴走行為が行われやすい道路について，効果的な交通規制や集中的な取締りを実施

するとともに，道路管理者等と協力して暴走行為がしにくい道路環境づくりを推進してい

る。

エ 少年が暴走族に加入することを阻止するための対策等

警察では，関係機関・団体等と連携し，中学校，高校において暴走族加入阻止教室を開催

して，暴走族の悪質性，危険性等についての理解を深めさせることにより，少年が暴走族に

加入することを阻止するための対策を行っている。

また，暴走行為等で検挙した少年や暴走族構成員として把握されている少年に対しては，

家庭，学校，暴走族相談員（注），保護司等と連携して，暴走族から離脱させる措置を推進

しているほか，交通ルールを遵守し，交通マナーを実践する意識の醸成や自動車等の正しい

利用方法に関する個別指導を行うなど再犯の防止に努めている。

（注） 暴走族への加入の防止や，暴走族からの離脱の促進に関する相談業務を行うボランティア。

オ 関係機関等と連携した暴走族対策の強化

最近の暴走族の実態や，これに対する国民の強い取締り要望にかんがみ，１３年２月，警察

庁を始めとする暴走族対策関係省庁８省庁により，「暴走族追放気運の高揚」，「家庭，学校

等における青少年の指導の充実」，「暴走行為阻止のための環境整備」，「暴走族に対する指導

取締りの強化」等を柱とする暴走族対策の強化についての申合せを行い，政府一体となった

暴走族対策をより一層強力に推進していくこととしている。

（４） 高速道路における交通警察活動

ア 高速道路ネットワークの現状

平成１２年末現在，高速道路の全供用距離は１０２路線，８，２８２．１キロメートル（高速自動車国

道６，７４７．３キロメートル，指定自動車専用道路１，５３４．８キロメートル）である。

現在，従来の高速道路に比べてかなりの高規格となる第二東名・名神高速道路等の建設が

進められている。他方，列島横断道路として整備される路線は，中央帯により往復の方向別

に分離されていない区間が極めて多く，また，山間部を通過することから雪氷対策が必要と

なるなど，交通管理の難しい路線が増加する傾向にある。

イ 高速道路における交通事故の現状

高速道路における交通事故は，増加傾向にあり，８年から４年連続減少していた死者数も

１２年は対前年比増加となった（表５－１４）。

高速道路においては，高速走行のため，わずかな運転上のミスが重大事故に結び付きやす
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く，しかも死傷者が多数に及ぶ場合が多い。１２年の高速道路の死亡事故率（交通事故発生件

数に占める死亡事故件数の割合）は，その他の道路の２．５倍となっている。

また，高速道路においては，大型貨物自動車による重大事故が多く発生している。１２年中

の高速道路における死亡事故のうち，２４．８％が大型貨物自動車によるものであった。

ウ 高速道路における交通の安全と円滑の確保

（ア） 大型貨物自動車等に対する事故防止対策

大型貨物自動車等について，最も左側の車線を通行すべき車両通行帯として指定する交通

規制（第一通行帯通行区分規制）を東名高速道路等８路線の区間において実施しているとこ

ろであるが，同規制の一層の定着化を図るなどして，事故防止に努めている。

また，危険物運搬車両の運行の適正化を図るため，指導取締りを強化し，各都道府県警察

では，都道府県，消防本部，道路管理者等の関係機関・団体の参加を得て構成される危険物

運搬車両事故防止対策協議会を活用した各種の事故防止対策を講じるとともに，危険物運搬

車両の事故処理対策の迅速化を図るため，危険物除去等に係るデータベースを整備し，１３年

４月，全都道府県警察で運用を開始した。

（イ） 先行対策の積極的展開

高速道路の計画段階から道路管理者と，道路線形の改良，ランプウェイの取付け位置等に

ついて必要な協議を行うとともに，最高速度規制等の交通規制の決定に当たっては，道路構

造，気象条件等を総合的に勘案し，その適正を期している。また，交通安全施設の整備につ

いても，道路管理者との間において，融雪・凍結防止施設，排水性舗装等の整備や中央分離

帯施設の改良に関して事前に協議し，また，交通規制の内容を運転者がより認識しやすいよ

うにオーバーヘッド型の標識を採用するなどの対策を進めている。

（ウ） 事故の実態に応じた事故防止対策の推進

既に供用されている区間においては，事故の実態に照らし，交通規制の見直し，交通安全

表５－１４ 高速道路における死亡事故発生状況（平成３～１２年）

年次
区分

３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２

高 速
自 動 車
国 道

発生件数
（件） ３５９ ３１４ ３０９ ２８４ ２８６ ２８６ ２８９ ２４５ ２２１ ２４１

死 者 数
（人） ４１８ ３５５ ３５５ ３１８ ３２０ ３３６ ３２７ ２７２ ２４１ ２６５

指 定
自 動 車
専用道路

発生件数 ９０ ８８ ８６ ８２ ８９ ７３ ６４ ８１ ７５ ８６

死 者 数 １０４ ９４ ９６ ８４ ９６ ７７ ７０ ９４ ８２ １０２

合 計
発生件数 ４４９ ４０２ ３９５ ３６６ ３７５ ３５９ ３５３ ３２６ ２９６ ３２７

死 者 数 ５２２ ４４９ ４５１ ４０２ ４１６ ４１３ ３９７ ３６６ ３２３ ３６７
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施設の改良整備等の事故防止対策を積極的に推進している。

［事例］ 警視庁では，高速道路の側溝の蓋が通過車両の衝撃で跳ね上がり，対向車を直撃

し，その運転者を死亡させるという事故の発生を受け，道路管理者への再発防止策の働

き掛けを行い，容易に外れないように改良した蓋の開発が図られ，全路線で交換が行わ

れた。

（エ） 従来に比べ高規格の高速道路に対応した規制，取締り手法等の調査研究

従来の高速道路に比べ，設計速度の高い高規格の高速道路における規制の在り方につい

て，人間工学的観点を含めた調査研究を行うとともに，高速走行に対応できる取締り手法や

機器の研究を進めている。
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